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令 和 ５ 年 度

水 道 事 業 会 計 予 算



    

     



  （総　則）

  （業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) ２１，６９８件

(2) ６，５８７，８１０㎥

(3) １７，９９９㎥

(4)

２４３，５１３千円

３６０，０３０千円

  （収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款 １，７１３，５００千円

第１項 １，４８９，７５４千円

第２項 ２３３，７４６千円

第１款 １，５４６，６１６千円

第１項 １，５１８，４１４千円

第２項 ６，８０２千円

第３項 １，４００千円

第４項 ２０，０００千円

配 水 管 布 設 替 工 事 事業費

営 業 外 収 益

支　　　出

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

令和５年度旭市水道事業会計予算

第１条　令和５年度旭市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

給 水 件 数

年 間 給 水 量

１ 日 平 均 給 水 量

主 要 な 建 設 改 良 事 業

旭配水場ポンプ施設更新工事 事業費

収　　　入

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益
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  （資本的収入及び支出）

第１款 ３７６，５８２千円

第１項 １１３，７００千円

第２項 ９７，２００千円

第３項 １０５，７６２千円

第４項 ３１，７６８千円

第５項 ２８，１５２千円

第１款 ９４８，５１１千円

第１項 ８９０，９５５千円

第２項 ３７，５５５千円

第３項 １千円

第４項 ２０，０００千円

  （企業債）

限度額

千円

　

113,700

その他資本的支出

建設改良
事　　業

普通貸借
又　　は
証券発行

5.0％以内（ただ
し、利率見直し方
式で借り入れる資
金について、利率
の見直しを行った
後においては、当
該見直し後の利
率）

借入先の融通条件に
よる。ただし、企業
財政その他の都合に
より繰上償還又は低
利に借換えすること
ができる。

起債の目的 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

支　　　出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

予 備 費

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

　と定める。

第４条 　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額５７１，９２９千円は、

　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１０，１２２千円、減債

　積立金３７，５５５千円、過年度分損益勘定留保資金５２４，２５２千円

　で補填するものとする。）

収　　　入

資 本 的 収 入

企 業 債

負 担 金

給 水 申 込 納 付 金

出 資 金

補 助 金
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  （一時借入金）

  （予定支出の各項の経費の金額の流用）

　 (1) 第１項営業費用、第２項営業外費用、第３項特別損失との相互

  （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

(1)

(2)

  （他会計からの補助金）

  （たな卸資産購入限度額）

令和 ５ 年 ３ 月 １ 日　提出

  　 旭　市　長　　 米　本　 弥　一　郎　　

第９条　高料金対策のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、８０，０００

　千円である。

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、４，０７６千円と定める。

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

　し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

　ばならない。

交 際 費      　　　　３３千円　 　　

職 員 給 与 費      ８１，０４６千円　 　　

第６条　一時借入金の限度額は、８０，０００千円と定める。

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

　定める。
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旭 市

令 和 ５ 年 度

水道事業会計予算に関する説明書





収  入 （単位：千円）

1 水道事業収益 1,713,500

1 営 業 収 益 1,489,754

1 給 水 収 益 1,477,232 水道料金

2 その他営業収益 12,522 消火栓維持管理負担金、手数料

2 営業外収益 223,746

1 他 会 計 補 助 金 80,900 一般会計補助金

2 補 助 金 66,763 千葉県市町村水道総合対策事業補助金

3 ⾧ 期 前 受 金 戻 入 54,374 減価償却に伴う⾧期前受金の戻入

4
消 費 税 及 び 地 方

消 費 税 還 付 金
21,699 消費税及び地方消費税還付予定額

5 雑 収 益 10 その他雑収益

支  出 （単位：千円）

1 水道事業費用 1,546,616

1 営 業 費 用 1,518,414

1 原水及び浄水費 907,566 受水に要する費用

2 配水及び給水費 259,308 配水、給水設備等の維持管理に要する費用

3 総 係 費 101,500 事業活動の全般に関連する費用

4 減 価 償 却 費 244,208 固定資産減価償却費

5 資 産 減 耗 費 5,832 固定資産除却費

2 営業外費用 6,802

1
支 払 利 息 及 び

企業債取扱諸費
6,801 企業債利息

2 雑 支 出 1 その他雑支出

3 特 別 損 失 1,400

1 過年度損益修正損 1,400 不納欠損等

4 予 備 費 20,000

1 予 備 費 20,000

款 項 目 予 定 額 備 考

令 和 ５ 年 度  旭 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収益的収入及び支出

款 項 目 予 定 額 備 考
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収  入 （単位：千円）

1 資本的収入 376,582

1 企 業 債 113,700

1 企 業 債 113,700 水道事業債

2 出 資 金 97,200

1 出 資 金 97,200 一般会計出資金

3 補 助 金 105,762

1 補 助 金 105,762 生活基盤施設耐震化等交付金

4 負 担 金 31,768

1 負 担 金 31,768
消火栓設置負担金、

配水管工事等負担金

5
給 水 申 込

納 付 金
28,152

1
給 水 申 込

納 付 金
28,152

支  出 （単位：千円）

1 資本的支出 948,511

1 建 設 改 良 費 890,955

1 拡 張 工 事 費 14,410 配水管布設工事費等

2 改 良 工 事 費 693,704 旭配水場ポンプ施設更新工事等

3 固定資産取得費 182,841 旭配水場ポンプ電気計装設備等

2 企業債償還金 37,555

1 企 業 債 償 還 金 37,555 企業債償還元金

3
そ の 他

資 本 的 支 出
1

1
そ の 他

資 本 的 支 出
1 給水申込納付金返還金

4 予 備 費 20,000

1 予 備 費 20,000

款 項 目 予 定 額 備 考

資 本 的 収 入及び 支出

款 項 目 予 定 額 備 考
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当年度純利益 134,693
減価償却費 244,208
資産減耗費 5,832
貸倒引当金の増減額 252
賞与引当金の増減額 336
⾧期前受金戻入額 △ 54,374
支払利息 6,801
未収金の増減額 △ 8,021
未払金の増減額 5,419
 小 計 335,146
利息の支払額 △ 6,801
業務活動によるキャッシュフロー 328,345

有形固定資産の取得による支出 △ 838,022
国庫補助金による収入 105,762
工事負担金による収入 30,928
給水申込納付金 25,591
投資活動によるキャッシュフロー △ 675,741

建設改良費等の財源に充てる 113,700
ための企業債の収入

建設改良費等の財源に充てる △ 37,555
ための企業債の償還による支出

出資金による収入 97,200
財務活動によるキャッシュフロー 173,345

 資金の増加額 △ 174,051

 資金の期首残高 3,587,669

 資金の期末残高 3,413,618

３ 財務活動によるキャッシュフロー

(令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

令和５年度旭市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書(間接法）

(単位：千円 税抜）

１ 業務活動によるキャッシュフロー

２ 投資活動によるキャッシュフロー
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１ 総 括 （単位：千円）

合  計

※職員数（ ）内は、再任用短時間勤務職員の外書き
（単位：千円）

勤勉 児童
夜間

勤務

6,670 900

410 640

150 880 8,930

1,540

1,260

280

940 560

△ 400 △ 370

3,500

1,340 930 3,500

150 880 9,340

比 較

前年度

前年度

本年度職員手当

等の内訳

区 分

比 較

7,310 900

休日

勤務
管理職 期末

本年度職員手当

等の内訳

区 分

(△1)
78 560 638 △ 1,286 △ 648

扶養 住居 通勤
特殊

勤務

時間外

勤務
宿日直

管理職

特勤

比

 

較

合  計

△ 1,286 △ 648

資本勘定

支弁職員

損益勘定

支弁職員 (△1)
78 560 638

前

年

度
合  計 10

11

(1)
120 39,100 24,560 63,780 17,914 81,694

81,046

24,560 63,780 17,914 81,694

資本勘定

支弁職員

損益勘定

支弁職員
10

11

(1)
120 39,100

81,046

資本勘定

支弁職員

本

年

度

損益勘定

支弁職員
10 11 120 39,178 25,120 64,418 16,628

合  計 10 11 120 39,178 25,120 64,418 16,628

給 与 費 明 細 書  

区  分
職員数（人） 給    与    費

法定福利費 合  計
特別職 一般職 報 酬 給  料 職員手当等 計
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２ 給料及び職員手当等の状況

（１） 職員1人当たり給与

（２） 初 任 給

（３） 級別職員数

1 級 3
2 級 2
3 級
4 級 4
5 級 1
6 級
7 級 1

1 級 2
2 級 2
3 級 2
4 級 3
5 級 1
6 級
7 級 1

100.00

令 和 4 年 １ 月 １ 日 現 在

18.18
18.18
18.18
27.28

9.09

9.09
計

令 和 5 年 １ 月 １ 日 現 在

27.27
18.19

36.36
9.09

9.09
計 11

11 100.00

大   学   卒 191,700 191,700

区     分
職 員 数 (人) 構 成 比（％）

区    分 企 業 職 （ 円 ）
一 般 会 計 の 制 度

一 般 行 政 職 （ 円 ）

高   校   卒 158,900 158,900

企 業 職
級

令 和 4 年 １ 月 １ 日 現 在

平均給料月額（円） 287,309

平均給与月額（円） 322,759

平 均 年 齢 （ 歳 ） 37.7

区             分 企  業  職

令 和 5 年 １ 月 １ 日 現 在

平均給料月額（円） 287,809

平均給与月額（円） 308,305

平 均 年 齢 （ 歳 ） 37.3

8



（級別の基準となる職務）

（４） 期末手当・勤勉手当

※（ ）内は、再任用短時間勤務職員の支給率

（５） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（６） その他の手当

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

区   分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

一 般 会 計 の 制 度

（  支 給 率 等  ）

月分

24.586875

月分

33.27075

月分

47.709

月分

47.709

定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算）

前 年 度
2.150

(1.125)

2.150

(1.125)

4.30

(2.25)
有

月分

47.709

月分

47.709

定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算）

区   分
２０年

勤続の者

２５年

勤続の者

３５年

勤続の者
最高限度 その他の加算措置等 備考

支 給 率 等
月分

24.586875

月分

33.27075

企  業  職
主事

技師

主事

技師

副主査

主任主事

主任技師

主査 副主幹

一般会計の制度 2.200 2.200 4.40 有

区  分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級

本 年 度 2.200 2.200 4.40 有

副課⾧ 課⾧

区   分
支給期別支給率 支給率計

（月分）

職制上の段階、職務
備考

６月（月分） １２月（月分） の級等による加算措置
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千円 千円 千円 千円

1

(1)

イ 93,497

ロ 166,641

△ 89,926 76,715

ハ 13,199,494

△ 8,891,923 4,307,571

ニ 1,127,546

△ 740,446 387,100

ホ 12,302

△ 10,559 1,743

へ 4,877

△ 3,303 1,574

ト 30,360

4,898,560

(2)

イ 157

157

4,898,717

2

(1) 3,413,618

(2) 259,345

△ 1,466 257,879

(3) 15,467

3,686,964
8,585,681

そ の 他 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

土 地

令 和 ５ 年 度 旭 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表  
（ 令 和 ６ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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千円 千円 千円 千円

3

(1)

イ  571,361

(2)

イ 52,574

623,935

4

(1)

イ  28,027

(2) 76,407

(3)

イ 6,463

(4) 20

110,917

5

(1) 4,322,677

(2) △ 2,207,698

2,114,979
2,849,831

千円 千円 千円 千円

6 4,054,026

7

(1)

イ 123

ロ 8,360

8,483

(2)

イ 28,038

ロ 1,473,055

ハ 172,248

1,673,341

1,681,824

5,735,850
8,585,681

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

建 設 改 良 積 立 金

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

保 険 差 益

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

繰 延 収 益 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設 改良 費等 の財 源に

充 て る た め の 企 業 債

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

⾧ 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

固 定 負 債 合 計

負 債 の 部

固 定 負 債

企 業 債

建設 改良 費等 の財 源に

充 て る た め の 企 業 債

引 当 金

修 繕 引 当 金
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千円 千円 千円

1

(1) 1,311,860
(2) 10,945 1,322,805

2

(1) 758,682
(2) 272,944
(3) 86,564
(4) 231,738
(5) 11,244 1,361,172

38,367

3

(1) 75,306
(2) 67,801
(3) 60,334
(4) 724 204,165

4

(1)

7,596
(2) 1 7,597 196,568

158,201

5

(1) 519 519 △ 519

157,682

0

51,755
209,437

配 水 及 び 給 水 費

総 係 費

営 業 収 益

給 水 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費

減 価 償 却 費

令 和 ４ 年 度 旭 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書  

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

資 産 減 耗 費

営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金

補 助 金

営 業 損 失

⾧ 期 前 受 金 戻 入

経 常 利 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

雑 支 出
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千円 千円 千円 千円

1

(1)

イ 93,497

ロ 158,141

△ 87,400 70,741

ハ 12,593,092

△ 8,700,249 3,892,843

ニ 972,318

△ 720,919 251,399

ホ 12,064

△ 11,410 654

へ 4,565

△ 3,121 1,444

4,310,578

(2)

イ 157

157

4,310,735

2

(1) 3,587,669

(2) 251,324

△ 1,214 250,110

(3) 15,466

3,853,245
8,163,980

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

令 和 ４ 年 度 旭 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表  
（ 令 和 ５ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

流 動 資 産

車 両 運 搬 具

無 形 固 定 資 産

そ の 他 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額
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千円 千円 千円 千円

3

(1)

イ  485,688

(2)

イ 52,574

538,262

4

(1)

イ  37,555

(2) 70,987

(3)

イ 6,127

(4) 20

114,689

5

(1) 4,160,396

(2) △ 2,153,324

2,007,072
2,660,023

千円 千円 千円 千円

6 3,905,071

7

(1)

イ 123

ロ 8,360

8,483

(2)

イ 37,566

ロ 1,343,400

ハ 209,437

1,590,403

1,598,886

5,503,957
8,163,980

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

保 険 差 益

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

⾧ 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債
引 当 金

修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債
未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

固 定 負 債

負 債 の 部
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１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)　資産の評価基準及び評価方法

イ　たな卸資産の評価基準及び評価方法　

　貯蔵品　先入先出法による原価法
　　　　

(2)　固定資産の減価償却の方法　

イ　有形固定資産　定額法（ただし、水道事業の取替資産については取替法による。）

ロ　無形固定資産　定額法

(3)　引当金の計上基準

イ　退職給付引当金

ロ　賞与引当金　

ハ　貸倒引当金

(4)　その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

イ　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２　リース契約により使用する固定資産に関する注記

(1)　リース取引の処理方法

注　　　記

　本市は、退職手当組合に加入しており、水道事業会計は当該組合に掛金を拠出し

ているが、一般会計との取り決めにより、水道事業会計が負担金を拠出して以降の

追加的負担は全額一般会計において措置することとなっているため、水道事業会計

においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

　職員の期末手当、勤勉手当の支給及び手当の支給に伴い発生する法定福利費の支

払に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のう

ち当年度の負担に属する額を計上している。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理による。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上

している。

未経過リース料相当額

1年内 １３，０９２千円

1年超 ４４，９８３千円

計  ５８，０７５千円
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３　その他の注記

(1)　引当金の取り崩し

イ　賞与引当金

ロ　貸倒引当金

ハ　修繕引当金に関する経過措置

　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例

により取り崩すこととする。

　所有権移転ファイナンス・リース取引で重要性の乏しいものについては、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理による。

　当年度において、６月分期末手当、勤勉手当及び法定福利費を支給するため、賞

与引当金６，１２７千円を取り崩す。

　当年度において、債権の不納欠損に充当するため、貸倒引当金１，２１４千円を

取り崩す。

　オペレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理による。
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